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2025年 8月 14日 

各 位 

会 社 名 太 陽ホ ールデ ィン グス株 式会 社 

                                  代表者名 代 表 取 締 役 社 長 齋 藤 斉                                      

     （コード:4626 東京証券取引所 プライム市場） 

問合せ先 常 務 執 行 役 員 C F O 富 岡 さ や か 

（TEL 03－5953－5200（代表）） 

 

（追加）「株式報酬制度としての新株式発行の発行価額等の決定に関するお知らせ」の補足説明について 

 

2025年 8月 12日に開示いたしました「株式報酬制度としての新株式発行の発行価額等の決定に関するお

知らせ」につきまして、発行の概要、業績連動株式報酬制度概要等を、下記のとおり、補足説明いたします。 

 

記 

 

【発行の概要、業績連動株式報酬制度概要等についての補足】 

2025年 8月 1日に開示した「株式報酬制度としての新株式の発行に関するお知らせ」（以下、「8月 1

日付お知らせ」）では、本新株発行としての発行新株式の数を当社普通株式 23,100株としていました

が、本新株発行の発行価額を 7,170円と決定したことに伴い、発行新株式の数を当社普通株式 21,700株

に変更しております。 

 

 （参考）発行の概要 

  

2025年 8月 1日付 

「株式報酬制度としての新株式の

発行に関するお知らせ」（抜粋） 

2025年 8月 12日付 

「株式報酬制度としての新株式発

行の発行価額等の決定に関するお

知らせ」（抜粋） 

（1） 発 行 新 株 数 当社普通株式 23,100株 当社普通株式 21,700株 

（2） 発 行 価 額 1株につき 6,750円 1株につき 7,170円 

（3） 発行価額の総額 155,925,000円 155,589,000円 

 

本新株発行は、業績連動株式報酬制度（以下、「本制度」）に基づくもので、本制度は、業績連動株式

報酬を当社から支給された各支給対象者が、支給対象期間（業績連動株式報酬が支給されたある事業年

度の前々事業年度に係る定時株主総会の日から前事業年度に係る定時株主総会の日の前日までの期間を

いいます。）経過後に、当該業績連動株式報酬金額（ただし、業績連動株式報酬相当額に対応する所得

税、住民税その他の租税及び社会保険料に相当する金額、払込みに要する手数料並びに単元株式数の株

式に係る払込金額に満たない金額等を除きます。以下同じです。）を払い込み、当社が新たに発行又は処

分する普通株式を引き受ける制度です。 

今回、当社は、第 79 期事業年度における税金等調整前当期純利益（14,566 百万円）に「1-直近 3

事業年度平均実効税率-直近 3 事業年度平均非支配株主に帰属する当期純利益率」(71.62%)を乗じた額

の 3.4％以内の金銭として、支給対象者に対して業績連動株式報酬を合計 354,693,752円支給し、当該

業績連動株式報酬金額を払込資金として新たに発行する普通株式の数を 21,700株としました。 
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なお、8月 1日付お知らせでは、2025年 6月 25日開催の当社取締役会において決議された当社株式報

酬制度としての新株式の発行に係る発行価額 6,750円を基準額として、本新株発行としての発行新株式

の数を 23,100株としておりましたが、本新株発行の発行価額が当該基準額よりも高い金額である 7,170

円と決定されたことに伴い、本新株発行としての発行新株式の数は 8月 1日付お知らせに記載の数より

も減少しています。また、譲渡制限期間は新たに発行する普通株式の払込期日から 3年間としていま

す。 

本新株発行においては、本制度に基づき、割当予定先となる支給対象者 4 名は当社の普通株式

21,700株について発行を受けることとなります。各支給対象者、その人数及び発行を受ける当社普通株

式の数は、以下のとおりです。 

 

支給対象者 人数 発行数 

当社の業務執行取締役（退任者*を除く） 1名 7,200株 

当社の業務執行取締役（退任者*） 1名 12,100株 

当社の上席専務執行役員（退任者*を除く） 1名 1,200株 

当社の上席専務執行役員（退任者*） 1名 1,200株 

*第 78回定時株主総会の日（2024年 6月 15日）から第 79回定時株主総会の日（2025年 6月 21日）

の前日までの期間において当社の業務執行取締役又は上席専務執行役員であった者のうち、第 79回

定時株主総会の日以降 2025年 8月 1日までに当社の業務執行取締役又は上席専務執行役員の地位か

ら退任又は退職している者です。なお、引き続き当社の役職員の地位を有している者であります。 

 

以上 

 


